
指定訪問介護事業所及び第一号訪問事業 事業所 

ヘルパーステーションひまわり 湘南台 

 

運営規程 

（事業目的） 

第１条 株式会社湘南ケアライフが開設するヘルパーステーションひまわり 湘南台（以下「事業所」という。）が 

行う指定訪問介護事業及び第一号訪問事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項 

を定め、事業所の介護福祉士又は訪問介護員研修の修了者等（以下「従業者」という。） 

が、居宅事業にあっては要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定訪問介護を、また第一号訪問事業に 

あっては要支援状態にある高齢者に対し、適正な訪問介護を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第 2 条 指定訪問介護においては、要介護者の心身の特性を踏まえて、可能な限りその居宅において、その有 

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事の介護その他の生活全 

般にわたる援助を行う。 

第一号訪問事業においては、要支援者の心身の特性を踏まえて、可能な限りその居宅において、要支 

援状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態となることを予防し、自立した日常生活を営む 

ことができるよう、入浴、排泄、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行うことにより、 

利用者の心身機能の維持回復を図り、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。 

2 事業の実施にあたっては、地域との結び付きを重視し、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービ 

スとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

  3 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービス提供に努めるものとする。 

  4 指定訪問介護においては、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、 

計画的に行うものとする。 

第一号訪問事業においては、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものと 

する。 

  5 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、訪問介護員 

に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

  6 指定訪問介護の提供にあたっては、介護保険法第 118 条の 2 第 1 項に規定する介護保険等関連情報 

その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第 3 条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

1 名称 ヘルパーステーションひまわり 湘南台 

2 所在地 藤沢市湘南台 6-34-10 グランドール湘南台 2 階 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第 4 条 事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

1 管理者 1 名（常勤兼務） 

管理者は、事業所の従業員の管理及び業務を一元的に行う。 

 



 2 サービス提供責任者 2 名以上 

サービス提供責任者は、事業所に対する指定訪問介護及び第一号訪問事業の利用の申込みに係る 

調整、訪問介護員等に対する技術指導、訪問介護計画の作成等を行う。 

   3 訪問介護員 1 名以上 

訪問介護員等は、指定訪問介護及び第一号訪問事業の提供に当たる。 

 

（営業日及び営業時間） 

第 5 条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

１ 営業日：月曜日～土曜日・祝日 

２ 営業時間 ８：３０～１７：３０ 

３ サービス提供日時 ３６５日 ７：００～２０：００ 

４ 上記の営業時間のほか、電話等により、常時連絡が可能な体制とする。 

 

（訪問介護の内容） 

第 6 条 指定訪問介護の内容は次のとおりとする。 

   1 身体介護 

２ 生活援助 

 

（第一号訪問事業の内容） 

第 7 条 第一号訪問事業の内容は次のとおりとする。 

   1 身体介護 

   2 生活援助 

 

（通常の事業の実施地域） 

第 8 条 通常の実施地域は、以下の通りとする。 

藤沢市全域、 横浜市泉区（和泉町、上飯田町、下飯田町） 

 大和市（下和田、渋谷、福田） 

 

（利用料等） 

第 9 条 指定訪問介護及び第一号訪問事業を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準による 

ものとし、当該指定訪問介護及び指定第１号訪問事業が法定代理受領サービスであるときは、その 

1 割～３割の額とする。詳細は別添の料金表とおり。 

２ 第 11 条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定訪問介護及び指定第１号訪問事業に要した交 

通費は、通常の事業の実施地域を越えてからの実費を徴収する。なお、自動車を使用した場合の交 

通費は、次の額を徴収する。 

   （1） 通常の事業の実施地域を越えてから、片道概ね 1 キロメートル毎に 3０円とする。 

（2） 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上 

で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

  3 事前及び当日キャンセルであってもキャンセル料金の徴収は無いこととする。 



（秘密の保持） 

第 10 条 事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族の個人情報については、「個人情報の保護に関する方針」 

に従って秘密を保持する。 

   ２ 事業所が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での介護サービスの提供以外の目的 

では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用者又はその家族の 

同意を得るものとする。 

３ 従業者であった者に業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させるため、従業者で 

なくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の他に誓約書 

（個人情報保護法）を取り交わすこととする。 

 

（虐待防止） 

第１1 条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じる。 

（1） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に 

周知徹底を図る。 

   （2） 虐待の防止のための指針を整備する。 

   （3） 従業者に対し、虐待を防止するための研修を定期的に実施する。 

   （4） 第 3 項に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

   ２ 事業所は、サービス提供中に該当事業所従業者又は養護者による虐待を受けたと思われる利用者を 

発見した場合は、速やかに、これを市町村に報告するものとする。 

 

（身体拘束） 

第１2 条 事業所は、サービスにあたり身体拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わない。但し、 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合はその限りではない。 

   2 前項の規程に基づき身体拘束等の行為を行った場合には、事業所は直ちにその日時、対応、 

     利用者の心身の状況、緊急やむを得ないと判断した理由、該当行為が必要と判断した従業員等及び 

該当行為を行った従業員等の氏名その他必要な事項について、書面に記録する。 

 

（衛生管理） 

第 13 条 事業所は従業者の清潔の保持及び年 1 回の健康診断を行い健康状態の管理に努める。また、 

事業所の設備及び備品等の衛生管理に努めるものとする。 

２ 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の措置を講じる。 

（1） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討し委員会をおおむね 1 年に 

1 回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（2） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（3） 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。 

 

（緊急時等における対応） 

第 14 条 従業者は、訪問介護及び第一号訪問事業を実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が 

生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければ 

ならない。また、主治医への連絡が困難な場合は緊急搬送等の必要な措置を講ずる。 

 



（事故発生時の対応） 

第 15 条 事業所は、利用者に事故が発生した場合には、速やかに市町村、介護支援専門員、利用者の家族等に 

連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

   2 事業所は、利用者に賠償すべき事故が発生した場合には速やかに損害賠償を行う。 

 

（業務継続計画の策定） 

第 16 条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問介護及び第一号訪問事業の提供を 

     継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、 

当該業務計画に従い必要な措置を講ずる。 

2 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な措置を講じる。 

   3 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて事業継続計画の変更を行う。 

 

（相談・苦情処理） 

第 17 条 事業所は、利用者からの相談、苦情等に迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講じるものとする。 

   ２ 事業所は、提供した訪問介護に関し、介護保険法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の 

物件の提出若しくは提示の求め又は市町村の職員からの質問若しくは照会に応じる等市町村が行う 

調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合においては、指導又は助言に従って必要な改善を 

行うこととする。 

   ３ 事業所は、提出した訪問介護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に 

協力するとともに、指導又は助言を受けた場合においては、指導又は助言に従って必要な改善を行う 

こととする。 

 

（ハラスメント防止） 

第 18 条 事業者は、従業員が安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメント防止のため、 

次に掲げるとおり必要な措置を講じる。 

   （1） ハラスメントに関する窓口を設置する。 

   （2） ハラスメント防止のための指針、マニュアルを整備する。 

   （3） ハラスメント防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について 

従業者に周知徹底を図る。 

   （4） 従業者に対し、ハラスメントを防止するための定期的な研修を実施する。 

2 利用者及び家族により下記のような行為があった場合、状況によりサービスの提供を停止する 

場合がある。 

（1） 性的な話をする、必要もなく手を触る等のセクシャルハラスメント行為 

（2） 特定の従業員に嫌がらせをする、理不尽なサービスを要求する等の精神的暴力 

（3） 叩く、つねる、払いのける等の身体的暴力 

（4） 長時間の電話、従業者や事業所に対する理不尽な苦情を申し立てる等のその他の行為 

 

（記録の整備） 

第 19 条 事業所は訪問介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結から 5 年間保存する。 

   （1） 訪問介護計画書・第一号訪問介護計画書 

   （2） 提供した具体的サービス内容等の記録 



   （3） 利用者に関する市町村への報告等の記録 

   （4） 苦情・相談等に関する記録 

   （5） 事故の状況及び事故に対する処置状況に関する記録 

   2 事業所は、従業員、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了の日から 5 年間保存する。 

 

その他運営に関する重要事項） 

第 20 条 事業所は、訪問介護員等の質的向上を図るための研修の機会を次のおり設けるものとし、また、 

業務体制を整備する。 

① 採用時研修 採用後３ヵ月以内 

② 継続研修  年２回 

   2 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社湘南ケアライフと事業所の管理者 

との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

 

 

附 則 

    この規程は、平成 23 年 6 月 1 日から施行する。 

    この規程は、平成 23 年 8 月 1 日から改訂する。 

    この規程は、平成 23 年 11 月 1 日から改訂する。 

    この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から改訂する。 

    この規程は、平成 26 年 4 月１日から改訂する。 

この規程は、平成 28 年 5 月 1 日から改訂する。 

この規程は、平成 28 年 8 月 1 日から改訂する。 

この規程は、平成 29 年 8 月 1 日から改訂する。 

この規程は、平成 30 年 3 月 1 日から改訂する。 

この規程は、平成 30 年 4 月 1 日から改訂する。 

この規程は、平成 30 年 7 月 1 日から改訂する。 

この規程は、令和 1 年 11 月 1 日から改訂する。 

この規程は、令和 2 年  7 月 1 日から改訂する。 

この規程は、令和３年  8 月 1 日から改訂する。 

この規程は、令和 4 年 10 月 1 日から改訂する。 

この規定は、令和 6 年 3 月 1 日から改定する。 

この規定は、令和 6 年 4 月 1 日から改定する。 

 



【訪問介護事業及び第一号訪問事業の利用料金】 

ヘルパーステーションひまわり 湘南台 

         料 金 表        2024 年 4 月 1 日現在 

１ 訪問介護の介護報酬に係る費用（利用者負担１割、２割、３割） 

 
サービス１回当たりの料金 

所要時間 身体介護 所要時間 生活援助 

① 

基 

本 

額 

２０分未満 

１６３単位 

(1 割) １７７円 

(2 割) ３５４円 

(３割) ５３０円 

20 分以上 

45 分未満 

１７９単位 

(1 割) １９４円 

(2 割) ３８８円 

(３割) ５８２円 

２０分以上 

３０分未満 

２４４単位 

(1 割) ２６５円 

(2 割) ５２９円 

(３割) ７９４円 

45 分以上 

の場合 

2２０単位 

(1 割) ２３９円 

(2 割) ４７７円 

(３割) ７１６円 

３０分以上 

１時間未満 

３８７単位 

(1 割) ４２０円 

(2 割) ８３９円 

(３割) １,２５９円 

 

１時間以上 

５６７単位 

(1 割) ６１５円 

(2 割) １,２３０円 

(３割) １,８４４円 

1 時間以上の場合に 

所要時間１時間から 

３０分毎 

８２単位 

(1 割) ８９円 

(2 割) １７８円 

(３割) ２６７円 
 

 
 

 
 

 

② 

加 

算 

初回加算 
サービス提供責任者が 

初回又は初回と同月内に訪問した場合 

２００単位／月 

(1 割) ２１７円 (2 割) ４３４円 

(３割) ６５１円 

早朝・夜間加算 
早朝（６時～８時）又は 

夜間（１８時～２２時）に訪問した場合 
所定単位×２５％ 

緊急時訪問介護加算 
利用者からの要請により緊急の訪問 

介護を行った場合 

１００単位 

(1 割) １０９円 (2 割) ２１７円 

(３割) ３２６円 

介護職員処遇 

改善加算（Ⅰ） 

介護職員の賃金の改善等を実施している 

ものとし利用者に対し指定訪問介護を 

行った場合に算定できる 

1 ヵ月につき所定単位数 

     ×１３．７％ 



 

２ 第一号訪問事業の介護報酬に係る費用（利用者負担１割、２割、３割） 

① 

基 

本 

額 

介護予防訪問型Ⅰ 

事業対象者・要支援１・ 

要支援２(週１回程度） 

身体介護を必要とする方  １,１７６単位 

(1 割) １,２７５円 (2 割) ２,５５０円 

(３割) ３,８２５円 

事業対象者・要支援１・ 

要支援２(週２回程度） 

身体介護を必要とする方  ２,３４９単位 

(1 割) ２,５４７円 (2 割) ５,０９３円 

(３割) ７,６３９円 

要支援２(週２回を超える程度） 

身体介護を必要とする方  ３,７２７単位 

(1 割) ４,０４０円 (2 割) ８,０８０円 

(３割) １２,１２０円 

介護予防訪問型Ⅱ 

事業対象者・要支援１・ 

要支援２(週１回程度） 

生活援助のみの方     １,０４０単位 

(1 割) １,１２８円 (2 割) ２,２５５円 

(３割) ３,３８２円 

事業対象者・要支援１・ 

要支援２(週２回程度） 

生活援助のみの方     ２,１１４単位 

(1 割) ２,２５４円 (2 割) ４,５０８円 

(３割) ６,７６１円 

要支援２(週２回を超える程度） 

生活援助のみの方     ３,２９７単位 

(1 割) ３,５７４円 (2 割) ７,１４８円 

(３割) １０,７２２円 

訪問型サービス A １回あたり 

２０分以上４５分未満    ２０８単位  

(1 割) ２２６円  (2 割) ４５１円 

(３割) ６７７円 

４５分以上         ２５６単位 

(1 割) ２７８円  (2 割) ５５５円 

(３割) ８３３円 

② 

加 

算 

介護職員等特定処遇 

改善加算（Ⅰ） 

介護職員の更なる処遇改善を実施し、介護 

職員以外の職種にも一定程度の処遇改善 

を実施できる。利用者に対し指定訪問介護 

を行った場合に算定できる。 

1 ヵ月につき所定単位数 

×６．３% 

介護職員等ベース 

アップ等支援加算 

介護職員の賃金の改善を実施し、 

介護職員以外の職種にも一定程度の賃金の 

改善を実施できる。利用者に対し指定訪問 

介護を行った場合に算定できる。 

1 ヵ月につき所定単位数 

     ×２．４％ 

特定事業所加算 

人材の質や確保、介護職員の活動環境の 

整備、重度要介護者への対応等を行って 

いる場合に算定できる。 

（所定単位数に右記の割合を足す） 

（Ⅰ）所定単位数 × ２０％ 

（Ⅱ）所定単位数 × １０％ 

（Ⅲ）所定単位数 × １０％ 

（Ⅳ）所定単位数 × ５％ 

（Ⅴ）所定単位数 × ３％ 



 
 

 

② 

加 

算 

初回加算 

２００単位 

(1 割) ２１７円 (2 割)４３４円 

(３割) ６５１円 

訪問介護事業所において新規に訪問介護計画を作成して 

サービス提供責任者が初回の指定訪問介護を行った場合。 

処遇改善加算（Ⅰ） 

所定単位数 ×１３.７％ 

介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし、利用者に 

対し第一号訪問介護を行った場合に算定できる。 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

 所定単位数 ×6.3% 

介護職員の更なる処遇改善を実施し、介護職員以外の職種にも 

一定程度の処遇改善を実施できる。利用者に対し指定訪問介護 

を行った場合に算定できる。 

介護職員等ベースアップ等支援加算 

 所定単位数 ×2.4% 

介護職員の更なる処遇改善を実施し、介護職員以外の職種にも一定 

程度の処遇改善を実施できる。利用者に対し指定訪問介護を行った 

場合に算定できる。 

 

【利用者負担額（１割、２割、３割）の算出方法】*10.84 円は、藤沢市（４級地）の地域加算 

１か月のサービス合計単位数×10.84＝○○円（１円未満切り捨て） 

【1 割】○○円－（○○円×0.9（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額） 

【2 割】○○円－（○○円×0.8（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額） 

【3 割】○○円－（○○円×0.7（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額） 

 

３ 運営基準に定められたその他の費用 

項 目 金 額 説 明 

その他の費用 

（交通費） 

 

 

 

 

 

自 費 藤沢全域・茅ヶ崎全域にお住まいの方は 

無料ですが、それ以外の地域にお住まいの方は、 

訪問介護員が訪問するための交通費（自費）がかかります。 

なお、自動車を使用した場合の交通費は次の額をお支払い 

いただきます。 

通常事業の実施地域を越えてから、片道概ね 

１キロメートルにつき 30 円の自費を徴収します。 

 

４ 通常のサービス提供を超える費用（利用者負担１０割） 

項 目 金 額 説 明 

介護保険外サービス 

家事代行 

身体ケア 

 

 

１時間４０００円～ 

0.5 時間２５００円～ 

 

介護保険枠外のサービス料金です。 

 

 

 

 

 

 

 


